意見書　要旨
２０１３年１月７日
障害者自立支援法違憲訴訟団
第１　意見の趣旨
国は原告団・弁護団との間で締結した基本合意を守って、基本合意・骨格提言に従った総合的な障害者福祉法を実現し、障害者自立支援法廃止の約束を果たすべきである。
国は、そのための法案について、基本合意の履行に関する定期協議において、その進捗状況を報告し、障害当事者の意見を反映させていくべきである。
第２　意見の理由
　１　「基本合意」は法的な約束である
　国は、２０１０年１月７日、障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団との間で、基本合意文書を取り交わし、これに基づき各地裁で和解がなされた。この合意は、文書の中身からしても、その交渉経緯からしても、裁判上の和解を成立させたという結果からしても、「できるだけ努力します」という政治的な約束ではなく、法律的な義務を定めた法的な約束である。
　また、障害者自立支援法は、障害者の憲法上の人権をふみにじるものであったから、国は、これを変える法的な義務を有している。　
２　「骨格提言」の実現は基本合意に基づく約束である
　国は、基本合意の中で、障害のある人たちの意見を反映させて、新しい法律を作ると約束した。そして、そのために障害者制度改革推進会議を作り、その中の総合福祉部会において、新しい法律の根本となる骨格提言を定めた。
　この骨格提言を守らなければ、基本合意を守ったことにはならない。
３　「障害者総合支援法」では基本合意は実現されていない
　　国は、その後、障害者自立支援法の一部を改正する障害者総合支援法を国会に提出し、これを成立させた。しかし、今のままでは基本合意が達成されたとは到底言えない。
　　障害者総合支援法は、法的な形式からしても、障害者自立支援法のままであり、この廃止を明言した基本合意に反している。
　　また、その中身からしても、裁判の中で大きく問題にされた利用者負担についても多くの課題を積み残している。障害者が普通に暮らすためのサービスを、障害者自身が負担しなければいけないという仕組みは依然として変わっていない。
また、急を要する重大な課題とされた低所得者の自立支援医療費の負担も何ら解消されていないし、家族単位で収入認定を行う家族責任の問題、６５歳以上の障害のある人は介護保険制度が優先され、負担が残ってしまう問題なども手当されていない。
　さらに、生活に十分なサービスを受けることを制限する「障害程度区分」も残されたままであるし、地域で自立した生活を営むためのサービスについての保障もされないままである。
　加えて、「障害者」の定義も限定され、制度の「谷間」にある人たちが取り残されている。
４　国は障害者の権利を十分に保障する「障害者総合福祉法」を立案し、国会に提出すべき義務を負っている
　このように、国は法形式的にも、基本合意で約束した障害者自立支援法の廃止を行なっていない。また、中身としても、「基本合意」や「骨格提言」に基づいて障害者の権利を十分に保障する法律を作っていない。したがって、国は、障害者総合支援法を成立させただけでは、「基本合意」という法的な約束を守ったことにはならない。
国は、「基本合意」「骨格提言」に沿った障害者総合福祉法を立案し、提出すべき義務を負っている。この義務は法的なものであり、政治的な変化に左右されるものではない。また、国はその実現までに、基本合意に定められた履行に関する定期協議において、その進み具合を報告しなければならない。そして、その場において、障害当事者である原告団の意見を十分に反映させていかなければならない。　
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